
下水道革新的技術の実証テーマ等 

募集要領 
 

１．趣旨（目的及び背景） 

下水道事業においては、近年多発する大規模地震や集中豪雨への対応、未普及対策、下

水道職員の減少等による管理体制の脆弱化、水環境の改善、循環型社会の構築や地球温暖

化対策、増加するストックの維持管理等の課題を有している。特に昨今では脱炭素化やグ

リーン社会の実現に向けた議論が深まっており、地方公共団体の事務事業の中でも多くの

CO2 を排出している下水道事業においては、より一層の省エネや下水道バイオマスによる

創エネ、未利用エネルギーである下水熱の利用等が求められている。また、下水道のデジ

タルトランスフォーメーションによる事業効率化についても求められている。 

こうした多様な課題の解決に向けて、国土交通省では平成 23 年度から下水道革新的技

術実証事業（以下「B-DASH プロジェクト」という。）を実施している。本プロジェクトで

は、水処理、下水汚泥のエネルギー利用、下水熱利用、浸水対策、管渠マネジメント等に

係る革新的技術の全国展開を図るため、実規模レベルの施設を設置し、技術的な検証を行

うとともに、平成 28 年度からは、実規模レベルの前段階として、導入効果などを含めた

普及可能性の検討や技術性能の確認を行う、「FS調査」も行っている。 

また、平成 27年 12 月に下水道の技術開発に関する中長期的な計画として、下水道技術

ビジョンを策定（令和６年 3月一部改定）したところである。本ビジョンは新下水道ビジ

ョン（平成 26年 7月策定）で示された長期ビジョンや中期目標を達成するために必要な

技術開発分野と技術開発項目をまとめたものであり、11 の技術開発分野毎に技術開発の目

標や技術開発の項目を記述したロードマップを作成している。令和６年 3月には、令和 3

年度に下水道技術開発会議エネルギー分科会において作成した「カーボンニュートラルの

実現に貢献するための下水道技術の技術開発等に関するエネルギー分科会報告書」に示す

ロードマップの内容を、本ビジョンのロードマップに反映している。 

前回と同様に今回のテーマ募集でも、従来のシーズ調査に加えて中長期的な技術開発テ

ーマを併せて募集し、政策的な視点を踏まえて下水道技術ビジョンやロードマップに反映

するとともに、今後の実証テーマ等決定の参考とするものである。 

 昨年度に引き続き、今年度においても、有効技術であるものの、現状その普及展開が十

分でないが、適用性の拡大、性能向上等の改善または普及展開上の技術課題解決によっ

て、更なる普及展開が期待され、下水道事業の効率化等に資するなどの革新性の高い技術

についても募集させていただくこととしている。 

 

２．テーマ募集の概要 

今回、技術の熟度に応じて以下の３段階（①～③）の技術テーマを募集する。 
◇①－１：「令和 7 年度 B-DASH 実規模実証テーマ（革新的技術）」 
・直ちに実規模で実証できる段階にあり、下水道事業に新たな付加価値を創造するな

どの革新性の高い技術。 
◇①－２：「令和 7 年度 B-DASH 実規模実証テーマ（普及推進技術）」 
・有効技術であるものの、現状その普及展開が十分でないが、適用性の拡大、性能向

上等の改善または普及展開上の技術課題解決によって、更なる普及展開が期待され、

下水道事業の効率化等に資するなどの革新性の高い技術。 
◇②：「令和 7 年度 B-DASH FS 調査テーマ」 
・下水や下水汚泥等を用いた研究を終えているなど、1～2 年の FS 調査実施後に、実

規模実証へ移行可能な技術熟度で、導入効果などを含めた普及可能性の検討や技術性

能の確認を行う段階にある技術。 
◇③：「中長期的な技術開発テーマ」 
・下水道技術ビジョンのロードマップに掲げられた技術開発項目のうち、概ね５～６

年以内に B-DASH FS 調査や他の研究開発事業（下水道応用研究、上下水道科学研究



費補助金、NEDO 事業等）により実用化研究の段階に到達することが見込まれる要素

技術等が含まれるもの。 
・下水道技術ビジョンのロードマップにおける該当技術開発項目等が無い場合につい

ても応募可能とする。 
 

①－１、①－２（以下、「①」という。）及び②については、別紙１に示す技術項目

に該当する技術について、特に応募を求める。ただし、別紙１に該当しない技術につい

ても応募の対象とする。 
 

今後、応募のあったテーマについて、①及び②については、「４．実証テーマ等決定

に当たっての視点」に基づき、国土交通省においてヒアリングを実施する。 
また、③については、必要に応じてヒアリングを行い、「下水道技術開発会議」等で

の参考資料として、今後の技術開発政策に活用する予定である。 
 
テーマ募集に係るスケジュールは以下のとおりである。 
（スケジュール）   

令和６年５月１４日 ： 応募開始 

令和６年５月２０日 ： テーマ募集説明会 

令和６年６月１７日 ： 応募締切 

令和６年６月２１日～２６日 

（予定） 

： 応募技術のヒアリング 

（①②を対象に実施予定） 

令和６年７月（予定） ： 下水道技術開発会議 

 なお、本テーマ募集は B-DASH プロジェクトにおける実証テーマ等の検討、及び今後

の技術開発の中長期課題への反映を目的としており、これによって実証技術及び実証研

究体等を決定するものではない。 

 

３．応募者資格 

（１）①及び②について 

応募者は以下の i)～v)のいずれかの要件を満たす機関又は研究者とする。 

i) 大学等の研究機関 

ii) 国または地方公共団体（技術シーズを有する立場として） 

iii)日本下水道事業団、研究を目的に持つ国立研究開発法人 

iv) 研究を目的に持つ公益法人、一般社団法人、一般財団法人 

v) 民間機関（メーカー等） 

 

（２）③について 

    応募資格を問わない。 

 

４．実証テーマ等決定に当たっての視点 

実証テーマ等の決定に当たっては、以下の視点を踏まえ、提案内容を総合的に評価す 
る。 
（１）①及び②について 
1）期待される効果 

 ・老朽化対策、浸水・地震対策、省エネ、創エネ、コスト縮減等の下水道事業が直面す

る課題の解決に貢献できるか。 
 
2）概算費用 
・実規模実証および FS 調査を行うにあたって必要な費用 
・期待される効果が発現する規模における費用 



3）普及展開の可能性 
・多くの地方公共団体に共通するテーマであるか。 
・地方公共団体の関心はあるか。 
4）テーマを達成するために想定している具体的技術の熟度 
・実規模レベルでの実証段階にあるか。（提案①の場合） 
・現状普及展開が十分でない有効技術に関して、適用性の拡大、性能向上等の改善事項

または普及展開上の技術的課題の解決策があるか。（提案①－２の場合） 
・１～２年目に FS 調査を行い、調査の評価結果を踏まえ、調査実施後に実規模レベル

での実証段階へ移行可能か。（提案②の場合） 
令和６年３月末までに実用化されている技術※は募集対象とはしない。 

（※下水道分野において既に実施設として導入済み、または契約済みの技術とする。但

し、個々に実用化されている技術で技術の組み合わせにより既存技術よりも効率的と

なるものは、提案の対象とする。） 

・従来の技術と比べてどこが革新的なのか。 
（なお、「従来の技術」の中には、過去に B-DASH プロジェクトで実証された技術も含

むものとする。） 
 例えば、一つの革新的な要素技術を導入することで、システム全体の性能が向上する

ような技術についても、ご提案頂いて差し支えないこととする。 
※求められる技術熟度に達していない段階で各支援制度のテーマ募集に応募があった場

合には、当該支援制度での選定が困難となる。応募技術の技術熟度と各支援制度が求

める技術熟度とを厳格に確認いただき（各支援制度の求める技術熟度は、以下のとお

り）、各支援制度の技術熟度に適合している段階にあると考えられる場合に、テーマ

応募をすること。また、過去に各支援制度に採択されなかった技術であっても、その

後、研究が進み、技術熟度が各支援制度の求める技術熟度に適合している段階にある

と考えられる技術については、テーマ応募可能である。 
 

 



 
 

5）「下水道技術ビジョン」との関連性 
・下水道技術ビジョンに位置づけられている技術開発項目（別紙２参照）との関連性に

ついて 
6）特に提案を求める技術項目（別紙１参照）に該当するか。 

 
（２）③について 

下水道技術ビジョンのロードマップに掲げられた技術開発項目（別紙２参照）のう

ち、概ね５～６年以内に B-DASH FS 調査や他の研究開発事業（下水道応用研究、上下

水道科学研究費補助金、NEDO 事業その他）により実用化研究の段階に到達することが

見込まれる要素技術等が含まれるものに該当するか。 
なお、下水道技術ビジョンのロードマップにおける該当技術開発項目等が無い場合に 

ついても応募可能とする。 
 

５．募集書類について 
応募にあたっては、上記を踏まえ、以下に示す事項を（様式１）に記載するとともに、

（様式２－１）および（様式２－２）において（様式１）の内容の要約版を作成すること。 
 
また、①及び②については、（様式３）において概算費用等、（様式４）において下水

道技術ビジョンとの関連性を記載すること。 
分類別の必要な応募書類は以下のとおりである。 
 

提出書類 ①、② ③ 

様式１ 必要 必要 

様式２－１、２－２ 必要 必要 

様式３ 必要 不要 

様式４ 必要 不要 

なお、①及び②のテーマについては、出来る限り詳細に内容を示すこと。 
（１）テーマの目的  
 －下水道事業が抱える課題（テーマの達成によって課題がどう解決されるのか）、普

及展開の必要性 等 
（２）期待される効果  



  －テーマを達成した場合、地方公共団体において期待される効果 等 
   経済面…施設の建設費及び維持管理費の削減、作業効率の向上による省力化 等 
   環境面…温室効果ガスの削減、電力使用量の削減 等 
   社会面…防災機能の強化（情報共有化、情報の見える化、自助共助の促進システム

の構築） 等 
 
（３）テーマを達成するために想定している具体的技術 

－技術の概要、開発経緯、革新性（従来技術との比較）、実証等内容（何を実証・調

査するのか、実証・調査を通して何を明らかにすべきか具体的に記載すること。な

お、①－２の場合は現状普及展開が十分でない有効技術の概要と適用性の拡大、性

能向上等の改善事項・方法または普及展開上の技術的課題や解決方法がわかるよう

記載すること。） 等 
 

（４）普及展開の可能性  
  －想定している技術の普及展開の可能性 等 

普及範囲…対象となる処理場等の数 等 
関心度…地方公共団体の関心 等 
維持管理性…運転やメンテナンスの容易さ 等 
海外への展開可能性…海外での関心・調達 等 

 

６．募集期間 

（１）募集期間 
令和６年５月１４日（火）～６月１７日（月）  
 

（２）募集締切  
６月１７日（月）１２:００までに E-mail 受信  
※締切後の提出は原則認めない。 
※E-mail を受信したら、事務局から着信確認のメールを返信する。 

 

７．応募書類の提出方法 

（１）提出方法 
応募書類については、E-mail にて提出すること。なお、応募技術の参考資料（パンフ

レット等）を添付してもかまわない。 
 具体的には、以下に掲げる電子データを送付すること。 

【提出データ】 
送付する電子データは、各様式及び参考資料ごとに、 
原本データ（.doc、.docx、.ppt、.pptx、.xls、.xlsx ）及び原本データを PDF 形式に

変換したデータ（.pdf）を送付すること。 
（２）提出先及び問い合わせ先 
  （提出先） 

事務局：公益財団法人日本下水道新技術機構資源循環研究部 飯田、郷野、宮本 

E-mail：y-iida(a)jiwet.or.jp、r-gouno(a)jiwet.or.jp、h-miyamoto(a)jiwet.or.jp※
(a)を@に置き換える。 

 
   （問い合わせ先） 

国土交通省水管理・国土保全局大臣官房参事官（上下水道技術）付 
岩渕、辻 
TEL：03-5253-8111（内線 34318） 
E-mail：iwabuchi-m2c4(a)mlit.go.jp 、tsuji-r2ij(a)mlit.go.jp 



※(a)を@に置き換える。 
 

（３）応募書類の取扱い  
提出された応募書類については、集計、整理等の加工を行った上で、下水道技術開発

会議における重点課題の選定の参考資料として使用する他、実証テーマの決定のみに使

用し、原則公開しないこととするが、（様式２－２）の概要版については、対外的な資

料等で使用することがあるためご留意いただきたい。また、提出された資料は、実証テ

ーマ等決定後に事務局で責任を持って保管・廃棄を行う。 
 

８．テーマ募集説明会 

今回募集する内容について、説明会を以下のとおり開催する。 
日時：令和６年５月２０日（月）１４時～１５時 
開催方法：WEB（Zoom ウェビナー） 

 参加方法：下記のアドレスより参加登録を行い、参加してください。 

https://zoom.us/webinar/register/WN_dLS7vNVMSHG3bvaGqHa1rg 

 

９．ヒアリングの方法及び手順 

前述のとおり、各応募者からの応募書類について書類確認を行い、国土交通省大臣官房

参事官（上下水道技術）付及び国土交通省国土技術政策総合研究所により、必要に応じて

ヒアリングを実施する。なお、技術情報等の秘密の保持として、ヒアリング内容は非公表

とする。  



（別紙１） 
 
①及び②において、特に求める技術項目は、次の項目とする。ただし、以下に該当しな

い技術についても応募の対象とする。 
 
１ 災害対応につながる技術 

  （開発技術により解決すべき課題） 

   被災箇所の効率的調査、早期復旧（応急復旧含む）、停電対策、情報共有ネットワ

ーク、迅速な溢水・滞水解消技術 など 

 

２ 耐震化につながる技術 

  （開発技術により解決すべき課題） 

   施設の耐震性能等の状態把握技術、効率的な耐震化技術 など 

 

３ 人口減少や担い手不足に対応した技術 

  （開発技術により解決すべき課題） 

   DX、省人化に資する技術、ダウンサイジング可能な技術、小規模システム など 

 

※上記１～３に関連した能登半島の上下水道に貢献しうる技術や、能登半島を実証フィー

ルドとしうる技術があれば、積極的にご提案いただきますと幸いです。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 (別紙２) 
 
下水道技術ビジョンを踏まえ、テーマを募集する技術開発分野は、次の１～11 の 11 分

野とする。 
 
1 持続可能な下水道システム－１（再構築） 
2 持続可能な下水道システム－２（健全化・老朽化対応、スマートオペレーション） 
3 地震・津波対策 
4 雨水管理（浸水対策） 
5 雨水管理（雨水利用、不明水対策等） 
6 流域圏管理 
7 リスク管理 
8 再生水利用 
9 地域バイオマス 
10 創エネ・再生可能エネルギー 
11 脱炭素社会に資する下水道システム 
 
各技術開発分野の説明として、下水道技術ビジョンのロードマップに掲載されている「現

状と課題」、「長期ビジョン」、「中期目標」をそれぞれ示す。 
 

表１ 持続可能な下水道システム－１（再構築） 

 
 

表２ 持続可能な下水道システム－２（健全化・老朽化対応、スマートオペレーション） 

 



表３ 地震・津波対策 

 
 

表４ 雨水管理（浸水対策） 

 
 

表５ 雨水管理（雨水利用、不明水対策等） 

 
 

表６ 流域圏管理 

 
 

 

 



表７ リスク管理 

 
 

表８ 再生水利用 

 
 

表９ 地域バイオマス 

 
 

 

 

 



表１０ 創エネ・再生可能エネルギー 

 
 

表１１ 脱炭素社会に資する下水道システム 

 


